
地方創生関連の予算措置等について

①地方創生先行型交付金（平成26年度補正予算） 1,700億円

②まち・ひと・しごと創生事業費（平成27年度地方財政計画） 1.0兆円

③総合戦略等を踏まえた個別施策（平成27年度当初予算） 7,225億円

※ 先行的支援として補正予算において措置した3,275億円と合わせると1兆円超

○ 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本目標別の内訳は以下の通り

i )  地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする ： 1,744億円

ii） 地方への新しいひとの流れをつくる ： 644億円

iii） 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる ： 1,096億円

iv） 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する ： 3,741億円

（注）上記の計数には特別会計による予算措置も含めている

○ 地方公共団体が自主性・主体性を最大限発揮して地方創生に取り組み、地域の実情に応じたきめ細かな施策を可能にす

る観点から、地方財政計画の歳出に「まち・ひと・しごと創生事業費」（1.0兆円）を計上

○ 平成28年度以降については、地方法人課税の偏在是正を進めること等により恒久財源を確保しつつ、期間については少

なくとも総合戦略の期間である５年間は継続し、規模については継続的に少なくとも1兆円程度の額を維持できるよう安定的

な確保に努める

○ しごとづくりなど地方が直面する構造的な課題への実効ある取組を通じて地方の活性化を促すため、地方創生先行型交

付金（1,700億円）を措置

○ 「地方版総合戦略」を策定・推進する地方公共団体に対し、自主的・主体的な事業設計と併せて、客観的な指標の設定や

PDCA サイクルの確立を求める「新型交付金」について、平成28年度からの本格実施に向けて検討し、成案を得る
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都道府県名 推進意向のある地方公共団体 都道府県名 推進意向のある地方公共団体

北海道

函館市、旭川市、稚内市、滝川市、知内町、長万部町、上ノ国町、
厚沢部町、喜茂別町、古平町、沼田町、東神楽町、南富良野町、占
冠村、和寒町、音威子府村、遠別町、天塩町、猿払村、利尻富士町、
遠軽町、厚真町、上士幌町、鹿追町、広尾町、池田町、豊頃町、釧
路町、弟子屈町、中標津町、標津町

滋賀県 -

青森県 青森市、弘前市、今別町、おいらせ町、東通村、風間浦村、佐井村、
五戸町

京都府 舞鶴市、京丹後市

岩手県 陸前高田市、八幡平市、雫石町、平泉町、軽米町 大阪府 河内長野市、箕面市、羽曳野市

宮城県 気仙沼市、岩沼市、東松島市、柴田町、涌谷町 兵庫県 三木市、篠山市、南あわじ市、宍粟市、たつ
の市、上郡町

秋田県 秋田県、鹿角市、仙北市 奈良県 奈良県、天理市、桜井市、安堵町、高取町、
十津川村、上北山村

山形県 山形県、大石田町、舟形町、小国町 和歌山県 高野町

福島県 伊達市、猪苗代町、金山町、泉崎村、古殿町、大熊町、葛尾村 鳥取県 鳥取県、鳥取市、倉吉市、南部町、日野町

茨城県 常総市、笠間市、潮来市、坂東市、阿見町 島根県 松江市、雲南市、飯南町

栃木県 栃木市 岡山県 岡山県、岡山市、玉野市、真庭市、和気町、
新庄村、奈義町

群馬県 前橋市、みなかみ町 広島県 呉市、三原市、神石高原町
埼玉県 秩父市、戸田市、志木市、桶川市、鳩山町、小鹿野町 山口県 山口県、宇部市、山口市、阿武町
千葉県 鴨川市、八街市、富里市 徳島県 徳島県、美馬市、海陽町、つるぎ町
東京都 杉並区、羽村市 香川県 -
神奈川県 川崎市、茅ヶ崎市、厚木市、二宮町 愛媛県 愛媛県、西予市、松野町
新潟県 新潟市、妙高市、佐渡市、南魚沼市 高知県 高知県、馬路村
富山県 舟橋村、朝日町 福岡県 北九州市、大牟田市、赤村
石川県 小松市、珠洲市 佐賀県 -

福井県 鯖江市、坂井市 長崎県 長崎県、壱岐市、五島市、南島原市、佐々町

山梨県 山梨県、都留市、韮崎市、甲斐市、丹波山村 熊本県 熊本市、人吉市、合志市、長洲町、小国町、
山都町、湯前町、水上村、苓北町

長野県 長野県、松本市、上田市、岡谷市、中野市、佐久市、南牧村、南相
木村、高森町、木祖村、木曽町、麻績村、生坂村、高山村

大分県 臼杵市、杵築市

岐阜県 - 宮崎県 宮崎市、延岡市、日南市、小林市

静岡県 静岡市、南伊豆町 鹿児島県 姶良市、十島村、大崎町、錦江町、宇検村、
瀬戸内町、龍郷町、伊仙町

愛知県 春日井市、豊田市、南知多町 沖縄県 石垣市
三重県 -

日本版CCRCに関連する取組を推進する意向のある地方公共団体一覧（202団体）
※赤字下線は、日本版ＣＣＲＣを地方版総合戦略に盛り込む予定の地方公共団体（75団体）
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